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研究成果の概要（和文）：産後うつ病の予防と早期発見、精神状態の査定に基づいた適切な支援など、周産期メンタル
ヘルス支援の充実を目指して、妊産婦と家族、ピア（母親仲間）およびサポートグループ支援者、看護職を対象とする
包括的教育プログラムを開発した。プログラムには、周産期うつ病に関する知識、心理援助技法の演習、当事者の体験
談を含むなど周産期うつの体験の共感的理解を深める工夫、ロールプレイやグループワークを通した自分自身の思いや
コミュニケーション方法に対する振り返りが含まれていた。
プログラムはそれぞれ実施され、概ね肯定的に評価された。

研究成果の概要（英文）：To improve the support system for prenatal mental health, the comprehensive 
educational program for prenatal mental health was developed. The program consisted of three subprograms; 
for pregnant women, nursing mothers and their partners, for peer and supporter, and for nurses. All three 
subprograms included knowledge and information on prenatal depression, training in psychological 
approach, devices to deepen empathy for women with prenatal depression, and reflection on their thoughts 
or communication skills.
They were carried out and were almost evaluated positively.

研究分野：精神看護学
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１．研究開始当初の背景 
産後うつ病の発症率は約 10％と報告され
ていることから、1年間に 10万人以上の女性
が産後うつ病を発症していることになる。産
後うつ病は女性自身の苦しみにとどまらず、
子どもの発達や夫のうつ病にも影響するこ
と、相関は弱いものの児童虐待とも有意に関
連することなどが報告されており、社会的に
も重大な問題である。一方で、産後うつ病は
発症時期があらかじめ特定できるため、予防
や早期発見・早期対処が可能であるという特
徴も有している。先行研究では、軽症から中
等症の産後うつ病に対して心理社会的介入
が薬物療法と同等の効果を有すること、中で
も看護職による心理的支援がうつ病の回復
に有効であったという研究結果や、ピア（母
親仲間）サポートがうつ症状を示していた産
婦のうつ病予防に効果があったと報告され
ている。 
研究代表者である玉木は、これまでにセル
フケアモデルを基盤とした「産後うつ状態に
ある女性への精神保健看護の介入」モデルを
開発し、そのモデルに基づいた介入の質的検
討を行い（玉木 2005）、さらに RCTを研究
デザインとする介入研究を行った（Tamaki 
2008）。一連の研究を通して、効果的な産後
うつ病対策には、早期発見、正確な精神状態
の査定がまず求められること、また精神状態
や妊産婦のニーズに合った支援（家庭訪問、
インターネットや携帯電話の活用など）を提
供することで効果的に産後うつ病を予防し、
あるいは回復できることがわかった。さらに
数多くの産後うつ状態あるいはハイリスク
の女性を支援するには、専門職だけでなく、
妊産婦自身や家族、母親仲間の力を活用する
ことの重要性も示唆された。ただし、産後う
つ病に関する教育は専門職にも、また妊産婦
にも十分行われておらず、効果的な支援や妊
産婦自身のセルフケアを実現するためには、
まず教育の充実が最優先課題であると考え
られた。研究代表者は、科学研究費補助金（平
成 19～22 年度、基盤研究（C）：課題番号
19592592）を得て、産後の女性と産後の女性
を取りまく看護専門職および家族や地域社
会の人々が利用できる「インターネットを利
用した周産期メンタルヘルスサポートプロ
グラム」を開発し、研究成果を Web 上に公
開している。また、インターネットを活用し
た看護職対象の教育研修を行い、成果を検討
している。 
そこで今回は、開発したホームページや看
護職対象の教育プログラムを活用しながら、
１）看護職を対象とした教育プログラムの効
果の検討、２）妊産婦とその家族を対象とし
た教育プログラムの開発および効果の検討、
３）ピアサポートのための教育プログラムの
開発および効果の検討を目的として研究を
行いたいと考えた。 
 
２．研究の目的 

本研究は、産後うつ病の予防と早期発見、
精神状態の査定に基づいた適切な支援など、
周産期メンタルヘルス支援の充実を目指し
て、妊産婦と家族、ピア（母親仲間）および
サポートグループ支援者、看護職を対象とす
る包括的教育プログラムの開発とその効果
を明らかにすることを目的としている。 

 
３．研究の方法 
(1)看護職を対象とした教育プログラムの効
果の検討 
看護職を対象とした教育プログラムは、妊
産婦の精神状態を正確にアセスメントし、か
つ適切に心理支援できる看護職の養成を目
的とするものである。 
①教育プログラムの効果の検討 
 研究対象者は、通常業務の中で母子保健医
療に携わる助産師、保健師、看護師であった。
プログラムは、心理援助態度を Kirchberg の
自覚的共感性で評価することとし、自覚的共
感性の向上には、周産期うつ病を理解する能
力と、認知的共感性である視点取得の能力が
特に影響するという仮説を立て、周産期うつ
病に関する基本的知識の講義、産後うつの体
験者による講演、その事例に基づいたグルー
プワーク、共感的援助技法に関するロールプ
レイとプロセスレコードによる演習で構成
した。研修時間は 2 日間の計 10 時間であっ
た。効果の評価は、研修会の前後、および研
修会終了後 1 ヶ月に質問紙を用いて行った。
質問内容は、デモグラフィックデータ、周産
期うつ病を理解する能力（神田、2010）、心
理援助態度（自覚的共感性（1項目：Kirchberg 
et. al., 1998）、Interpersonal Reactivity 
Index（28 項目：Davis, 1983））とした。 
3 時点における平均の差の検定は反復測定
による一元配置分散分析を行い、差のある場
合には Bonferroni の方法で多重比較を行っ
た。また、自覚的共感性の向上と関連のある
因子の分析は階層的重回帰分析によって行
った。 
 
②継続プログラムの実施と評価 
①の評価をもとに、25 年度から事例検討と
事例に関連した教育内容で構成された継続
プログラムを定期的に実施することにし、プ
ログラム後に自由記載によるアンケート調
査を実施し、データを質的に分析することで、
継続プログラムについて評価した。 
 
(2)妊産婦とその家族を対象とした教育プロ
グラムの開発および効果の検討 
 妊産婦とその家族を対象とした教育プロ
グラムは、妊産婦とその家族が、周産期メン
タルヘルスに関する基本的知識、産後うつ病
の予防・早期発見方法、対処方法、利用でき
る心理社会的支援の情報とアクセス方法、家
族による支援方法を正しく理解し、対処する
力やサポート力を身につけることを目的と
するものである。研修はホームページを利用



した自習、講義、ロールプレイを主な方法と
した。 
①研究代表者が行った先行研究結果を基盤
に、関連する文献を参考にして妊婦を対象
とした教育プログラム案を開発した。 
②本研究への参加に同意した妊婦を対象に、
作成された教育プログラム案に基づいた
研修を行い、自由記載を含む質問紙を配布
し、得られた結果を分析することで、評価
した。 
③プログラムをより精錬するために、保健師
5 名を対象に教育プログラム評価のための
インタビューを実施し、質的に分析した。 
④③の結果をもとに、妊婦とその家族を対象
としてプログラムの精錬を行った。 
⑤研究への参加に同意した成人の妊婦とそ
の配偶者を対象に、臨床心理士が講師とな
って講義、ロールプレイを行った。所要時
間は約１時間 30 分であった。教室実施直
後、および 1ヶ月後にプログラムに対する
満足度、有用性、感想について自由に記述
するよう求めた。得られたデータは質的記
述的に分析した。 
 
(3)サポートグループ支援者のための教育プ
ログラムの開発および効果の検討 
 サポートグループ支援者のための教育プ
ログラムとは、母親の視点に立って、妊産婦
を対象に心理支援を提供できる支援者の養
成を目的とするもので、産後うつ病を中心と
した周産期メンタルヘルスに関する基本的
知識、傾聴を基本とする心理支援技術、サポ
ートグループ運営のための基本的知識をそ
の内容とした。研修はホームページを利用し
た自習、講義、ロールプレイを主な方法とし
た。 
①産後うつのピアサポートに関する文献検
討および研究代表者が行った先行研究を
もとにピアサポートを行う者を対象にし
た教育プログラム案を作成した。 
②現在ピアサポートグループを運営する女
性を対象にインタビューを行い、教育プロ
グラム案を精錬した。 
③研究参加に同意したサポートグループの
支援を希望する者を対象に、作成された教
育プログラム案に基づいた研修を行い、評
価した。 
 
(4)妊産婦に対する心理的支援の効果の検討 
①A 市の協力を得て、教育プログラムを受け
た看護職で、一定以上の心理的支援技能が
認められた者に対し、妊産婦に対する心理
的支援の効果の検討に関する研究につい
てあらためて説明し、研究協力の同意を得
た。 
②①の看護職がA市某区在住の特定妊婦を対
象に心理的支援を実施し、支援内容、妊産
婦の精神状態および満足度等を評価する
ことで、教育プログラムの有効性を質的に
検討した。 

 
４．研究成果 
(1)看護職を対象とした教育プログラムの効
果の検討 
①教育プログラムの効果の検討 
2日間の研修すべてに参加した者は32名で、
全員女性だった。そのうち研修 1カ月後の調
査を含むすべての質問紙に回答した者 27 名
（平均年齢 38.7 ± 9.5 歳）を分析対象とし
た。 
研修会の前後、および研修会終了後 1ヶ月
の3時点における平均の差の検定を反復測定
による一元配置分散分析で行った結果、うつ
病発症頻度の知識（df = 1.50, F = 4.00, p 
= .038）、うつ病の認知（df = 2, F = 13.37, 
p < .001）、周産期うつ病発症の心理社会的
要因の理解（df = 2, F = 10.19, p < .001）、
自覚的共感性（df = 1.61, F = 9.85, p = .001）
に有意差が認められた。それらについて多重
比較した結果では、うつ病の認知とうつ病発
症要因の理解は研修前よりも研修直後およ
び研修１ヶ月後それぞれ 1％水準で有意に得
点が高かった。自覚的共感性は研修前より研
修直後の得点が 1％水準で有意に高かった。
うつ病症状の知識、共感性尺度得点には有意
な差は認められなかった。 
自覚的共感性の向上と関連のある因子の
分析をするために、研修 1ヶ月後の自覚的共
感性を目的変数として階層的重回帰分析を
行った。Step１で研修前の自覚的共感性を説
明変数として投入し、その後、研修 1ヶ月後
の自覚的共感性と0.2以上の相関が認められ
た変数を、背景因子、周産期うつ病を理解す
る能力、心理援助態度の順に強制投入した。
その結果、Step4 で心理援助態度の視点取得
を投入したときに、決定係数の変化に有意差
が認められた（⊿R2= .167, F(1,15)=9.216, 
p< .01）。また Step4 のモデルで研修 1 か月
後の自覚的共感性を有意に説明していたの
は、自分自身うつ症状を経験したことがある
こと（β= .355, p< .05）、家族に過去うつ
症状の経験がないこと（β= -.436, p< .01）、
うつ病を認知する能力の高さ（β= .389, 
p< .05）、視点取得の高さ（β= .527, p< .01）
であった。結果から、研修を受講することで、
周産期うつ病を理解する能力と心理援助態
度である自覚的共感性の向上に効果があっ
たと考えられた。 
視点取得を投入したモデルで説明力が有
意に変化したことから、うつ症状により苦悩
する女性に関わり、援助したいという心理援
助態度を効果的に高めるためには、視点取得、
つまり認知的共感性に働きかける研修内容
が有効であると考えられた。 
 
②継続プログラムの評価 
23 年度の結果から、継続した教育が必要であ
ることが示唆されたため、継続教育プログラ
ムを計画し、周産期母子医療保健に携わる看
護職を対象に、継続教育プログラムを計画し、



8 回実施して効果を評価した。プログラムは
事例検討と事例に関連した教育内容、および
最近のトピックス（出生前診断を受ける妊婦
への心理的サポート等）で構成され、毎回 20
～30 名、延べ 160 名の看護職（周産期母子保
健に携わる助産師、保健師、看護師等）が参
加した。 
参加者のほぼ全員が教育プログラムによ
って妊産婦の心理社会的側面、精神状態の査
定、具体的介入方法についての理解が深まり、
実践にも役立つと評価した。 
 
(2)妊産婦とその家族を対象とした教育プロ
グラムの開発および効果の検討 
①研究代表者が行った先行研究結果を基盤
に、関連する文献を参考にして妊産婦とそ
の家族を対象とした教育プログラム案を
開発した。 
②妊婦 9名を対象に、前年度に作成された教
育プログラム案に基づいたワークショッ
プを行った。対象者から得られた自由回答
を質的に分析した結果、不安を聴き合うグ
ループワーク、アサーション、リラクセー
ションへの肯定的評価が得られた。このこ
とから、知識や情報の伝達だけでなく、今
ある不安を聴き合い、それを受け止められ
る体験を得ることの効果が示唆された。 
③Ａ市に協力を得、区保健師 5名を対象に教
育プログラム評価のためのインタビュー
を実施し、質的に分析した。その結果、妊
婦への教育内容はほぼ適切であると評価
されたが、パートナーへの介入をより強化
する必要があると考えられた。結果をもと
に妊婦とその家族を対象としてプログラ
ムの精錬を行った。具体的には、夫婦間コ
ミュニケーションを改善するプログラム
として利用されている「 Attachment 
Communication Training（ACT)」（Levy, T.M. 
& Orians, M. 2005）を産前夫婦教室に導
入した。 
④Ａ市某区居住の特定妊婦とその夫9組を対
象として前年度に精錬した教育プログラ
ムを実施し、実施前後の精神状態と夫婦満
足度、およびプログラムに対する満足度を
評価した。得られたデータを質的記述的に
分析した結果、「相手とコミュニケーショ
ンをとる機会をもてたことが良かった」、
「夫婦間のコミュニケーションの大切さ
が実感できた」、「自分や相手、夫婦間のコ
ミュニケーションについて新たな気づき
があった」などロールプレイを通して得ら
れた肯定的体験、「ACT は今後の生活や子育
てに役立つと思う」という ACT に対する肯
定的評価、また「実生活にどのように取り
入れればよいかわからなかった」、「ACT が
どのように役立つかわからない」という
ACT への疑問や否定的評価が抽出された。
参加者は教室に参加することで肯定的体
験が得られ、また今後の生活に役立つとの
評価も抽出されたことから、ACT を取り入

れた産前夫婦教室は有意味なものである
ことが示唆される。短時間 1回の教室では
あったが、構造化された方法により、効果
的なコミュニケーション方法を確認する
ことができ、また普段は気づかなかった自
他への気づきが得られたのではないかと
考えられる。ただし、ACT の具体的な応用
に関する説明や演習が不足していたため、
今後さらにプログラムを修正していく必
要があると考えられた。 
 
(3)サポートグループ支援者のための教育プ
ログラムの開発および効果の検討 
①サポートグループ支援者のための教育プ
ログラムの開発 
産後うつのピアサポートに関する文献検
討および研究代表者が行った先行研究をも
とにピアサポートを行う者を対象にした教
育プログラム案を作成した。次に過去に産後
うつの経験をもち、現在ピアサポートグルー
プを運営する女性4名を対象にインタビュー
を行った。得られたデータを質的記述的に分
析した結果、「回復者がピアサポートに参加
するときに抱く罪悪感」、「グループ運営を継
続するための原動力や困難、参加者との心理
的距離を保つことの困難さ」、「支援者が必要
とする知識や技術、研修方法に望まれる条件
（時間や方法等）」、「支援者が必要とする支
援」等が抽出された。 
以上のように、ピア（産後うつ経験者）に
よるサポートの困難さが示されたため、ピア
（産後うつ経験者）によるサポートに限定せ
ず、専門職者も含めたサポートグループ支援
者を養成するプログラムにした方が適切で
あると考え、「サポートグループ支援者のた
めの教育プログラム」としてプログラムの精
錬を行った。 
②サポートグループ支援者のための教育プ
ログラムの効果の検討 
前年度に精錬した「サポートグループ支援
者のための教育プログラム」を、ピアサポー
トグループ代表と共同して周産期母子保健
に関心のある看護職等に実施し、プログラム
前後の質問紙調査結果から教育効果を分析
している。 
 
(4)妊産婦に対する心理的支援の効果の検討 
①A市の協力を得て、教育プログラムを受け、
一定以上の心理的支援技能が認められた
た母子保健に携わる保健師と新生児訪問
指導員（助産師）計 8名に対し、妊産婦に
対する心理的支援の効果の検討に関する
研究についてあらためて説明し、研究協力
の同意を得た。 
②①の看護職が、A 市某区在住の特定妊婦を
対象に心理的支援を実施し、支援内容、妊
産婦の精神状態および満足度等を評価す
ることで、教育プログラムの有効性を質的
に検討した。妊娠期間中の介入においては
概ね肯定的な評価を得ており、今後、産後



における評価を実施する予定である。 
 
(5)まとめ 
 本研究によって、妊産婦と家族、ピア（母
親仲間）およびサポートグループ支援者、看
護職を対象とする包括的教育プログラムが
開発された。プログラムには、周産期うつ病
に関する知識、心理援助技法の演習、当事者
の体験談を含むなど周産期うつの体験の共
感的理解を深める工夫、ロールプレイやグル
ープワークを通した自分自身の思いやコミ
ュニケーション方法に対する振り返りが含
まれていた。プログラムはそれぞれ実施され、
概ね肯定的に評価された。 
ただし、プログラムに対する評価は質的検
討が主であったため、今後は本プログラムを
利用することで、産後の女性やその家族にと
って、どのような効果があるかを統計的に検
証していくこと、またプログラムを利用した
看護職によるケアが、産後うつ病の予防や回
復にどの程度貢献できるかの検証を重ねる
必要がある。 
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